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報告事項 

【岩手県決定】盛岡広域都市計画区域区分の変更 

（第８回随時見直し）の状況について  
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 資料２  

 

 

 

 

 

議案審議 

（１）議案第１号  

【滝沢市決定】盛岡広域都市計画地域地区（用途地域）の変更  

案について（諮問） 
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 資料３  

 

 

 

 

 

議案審議 

（２）議案第２号  

【滝沢市決定】盛岡広域都市計画地区計画（県大周辺地区）の

変更案について（諮問） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 





 

 

 

 

 

 

 

   

 







資料４ 

 

 

 

 

情報提供 

中心拠点商業地区開発の進捗状況等について 
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【参考資料】 

・都市計画法条文（抜粋） 

・滝沢市都市計画審議会条例 

・滝沢市都市計画審議会運営要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



     

 

都市計画法条文（抜粋） 

 

（都市計画に関する基礎調査） 

第六条 都道府県は、都市計画区域について、おおむね５年ごとに、都市計画に関する基礎調査とし

て、国土交通省令で定めるところにより、人口規模、産業分類別の就業人口の規模、市街地の面積、

土地利用、交通量その他国土交通省令で定める事項に関する現況及び将来の見通しについての調査を

行うものとする。 

 （対象資料：報告事項 

       【岩手県決定】盛岡広域都市計画区域区分の変更（第８回随時見直しの状況について） 

 

（都市計画の案の縦覧等） 

第十七条 都道府県又は市町村は、都市計画を決定しようとするときは、あらかじめ、国土交通省令で

定めるところにより、その旨を公告し、当該都市計画の案を、当該都市計画を決定しようとする理由

を記載した書面を添えて、当該公告の日から２週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

２ 前項の規定による公告があつたときは、関係市町村の住民及び利害関係人は、同項の縦覧期間満了

の日までに、縦覧に供された都市計画の案について、都道府県の作成に係るものにあつては都道府県

に、市町村の作成に係るものにあつては市町村に、意見書を提出することができる。 

 

（市町村の都市計画の決定） 

第十九条 市町村は、市町村都市計画審議会（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれていないと

きは、当該市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会）の議を経て、都市計画を決定するも

のとする。 

 （対象資料：【議案第１号】 

【滝沢市決定】盛岡広域都市計画地域地区（用途地域）の変更案について 

       【議案第２号】 

【滝沢市決定】盛岡広域都市計画地区計画（県大周辺地区）の変更案について） 

 

（都市計画の変更） 

第二十一条 （略） 

２ 第１７条から第１８条まで及び前２条の規定は、都市計画の変更（第１７条、第１８条第２項及び

第３項並びに第１９条第２項及び第３項の規定については、政令で定める軽易な変更を除く。）につ

いて準用する。この場合において、施行予定者を変更する都市計画の変更については、第１７条第５

項中「当該施行予定者」とあるのは、「変更前後の施行予定者」と読み替えるものとする。 

（対象資料：【議案第１号】盛岡広域都市計画地域地区（用途地域）の変更案について 

       【議案第２号】盛岡広域都市計画地区計画（県大周辺地区）の変更案について） 

 



○滝沢市都市計画審議会条例 

平成４年３月１２日 

条例第３号 

改正 平成１２年３月１６日条例第８号 

平成１４年２月１日条例第１号 

平成１７年３月２５日条例第１０号 

平成２５年１２月１３日条例第４９号 

平成２５年１２月１３日条例第５０号 

（設置） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７７条の２第１項の規

定により滝沢市都市計画審議会（以下「審議会」という。）を設置し、同条第３項の規

定により、審議会の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員１３人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 市議会の議員 

（２） 学識経験を有する者 

３ 前項に定めるもののほか、市長は、次の各号に掲げる者のうちから委員を委嘱し、又

は任命することができる。 

（１） 岩手県及び関係行政機関の職員 

（２） 滝沢市に住所を有する者 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合における補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（臨時委員及び専門委員） 

第３条 審議会に、特別の事項を審議させるため必要があるときは、臨時委員若干人を置

くことができる。 

２ 審議会に、専門の事項を調査させるため専門委員を置くことができる。 

３ 臨時委員及び専門委員は、市長が委嘱し、又は任命する。 

４ 臨時委員は、当該特別の事項に関する審議が終了したとき、専門委員は当該専門の事

項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長を置き、第２条第２項第２号の委員の中から委員の選挙によってこ

れを定めるものとする。 

２ 審議会に会長の指名により、委員の承認をもって副会長１人を置く。 



３ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会議は、委員及び議案に関係のある臨時委員の半数以上が出席しなければ会議を開く

ことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員及び議案に関係のある臨時委員の過半数をもって決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。 

（常務委員） 

第６条 審議会は、その権限に属する事項で審議会の委任を受けた軽易なものを処理させ

るため、常務委員会を置くことができる。 

２ 常務委員会は、会長の指名した委員をもって組織する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が別に定める。

ただし、審議会の運営、議事等に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年３月１６日条例第８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前に改正前のそれぞれの条例に基づく規則若しくは教育委員会規則の

規定によりされた許可の処分その他の行為（以下「処分等の行為」という。）又はこの

条例の施行の際現に改正前のそれぞれの条例に基づく規則若しくは教育委員会規則の規

定によりされている許可の申請その他の行為（以下「申請等の行為」という。）は、改

正後のそれぞれの条例の相当規定によりなされた処分等の行為又は申請等の行為とみな

す。 

３ この条例の施行前に行った行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成１４年２月１日条例第１号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月２５日条例第１０号） 



（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に、現に改正前のそれぞれの条例の規定によりなされた処分、

手続その他の行為は、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年１２月１３日条例第４９号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月１３日条例第５０号） 

この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

 



滝沢市都市計画審議会運営要領  

 

（趣旨）  

第１ この要領は、滝沢市都市計画審議会条例（平成４年滝沢村条例第３号）第７条に規

定する滝沢市都市計画審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し必要な事項を定め

るものとする。  

 

（招集）           

第２ 会議の招集は、開催日の２週間前までに行うものとする。ただし、急を要するとき

は、この限りではない。  

 

（参集）                           

第３ 委員は、会議に出席することができないときは、あらかじめ会長に届け出なければ

ならない。  

２ 都道府県都市計画審議会及び市町村都市計画審議会の組織及び運営の基準を定める政

令（昭和４４年政令第１１号）第３条第２項に定める関係行政機関及び都道府県の職員

につき委嘱された委員が会議に出席することができないときは、代理者を出席させるこ

とができるものとする。  

 

（審議会の公開）  

第４ 審議会の会議は、原則として公開するものとする。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合は、審議会の会議を公開しないことができる。  

（１）滝沢市行政情報公開条例（平成９年滝沢村条例第８号）第９条各号に掲げる情報に

該当すると認められる事項について、審査、審議等を行う場合。  

（２）公開することにより審議会の円滑かつ公正な議事運営に著しい支障が生ずるおそれ

がある場合。  

２ 公開又は非公開の決定は、委員からの意見を聴き会長が決定するものとする。  

 

（公開の方法等）  

第５ 審議会の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、当該会議の傍聴を認めること

により行う。  

２ 審議会の会議を傍聴しようとする者は、所定の場所で自己の住所及び氏名を傍聴人受

付簿（様式第１号）に記入しなければならない。  

３ 会長は必要と認めるときは、傍聴券（様式第２号）を発行することができる。  

４ 前項の規定により傍聴券を発行する場合には、傍聴券を持たない者は傍聴することが

できない。  

 

（傍聴人の心得）  

第６ 傍聴人は、次の事項を守らなければならない。  

（１）指定された出入口から出入しなければならない。  



（２）傍聴席においては、常に静粛にし、会話、発言、拍手等をしてはならない。  

（３）指定された席をみだりに離れてはならない。  

（４）帽子、外とう、襟巻の着用及び傘等を携帯してはならない。  

（５）傍聴席以外の部屋に立ち入ってはならない。  

（６）いかなる理由があっても審議会の議席に入ってはならない。  

（７）審議会を妨害するような行為をしてはならない。  

（８）その他審議会の秩序をみだす行為をしてはならない。  

 

（傍聴の禁止）  

第７ 次に掲げる者は、傍聴することができない。  

（１）兇器その他危険なものを所持している者  

（２）人に危害を加えるおそれがあると認められる者  

（３）粗暴又は酒気を帯びていると認められる者  

（４）前各号に掲げるもののほか、審議会を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすと認められる

者   

 

（退場命令）  

第８ 会長は、指示に従わない傍聴人の退場を命ずることができる。  

２ 傍聴人は、退場を命ぜられたときは速やかに退場しなければならない。  

 

（会議録）  

第９ 審議会は、会議の経過概要及びその結果を記載した会議録を作成するものとする。  

 

（会議録の縦覧）  

第１０ 会議録は、審議会の事務局に備え付け、一般の縦覧に供しなければならない。  

 

（庶務）  

第１１ 審議会の庶務は、都市計画担当課において処理する。  

 

   附 則  

この要領は、平成１７年８月３１日から施行する。  

   附 則  

 この要領は、平成２６年１月１日から施行する。  

   附 則  

 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。  


